



















































Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 52, No. 3, 197-204, 2018《書 評》
白川欽哉著『東ドイツ工業管理史論』
（北海道大学出版会，２０１７年）を読んで
加藤 浩平 ＊
197
第一節 再集権化の時代
第二節 資源危機と工業管理制度の改革
第三節 コンビナートへの一元化
第四節 コンビナート構想の見直し
第五節 新型コンビナート体制の二つの問
題点
第六節 電機・電子工業におけるコンビナ
ート改革の実態―ケーススタディ
第五章 経済計算制改革の限界
第一節 危機対応としての経済計算制改革
第二節 コンビナート内の資本循環と国庫
納入金制度
第三節 コンビナートにおける投資ファン
ドの調達
第四節 危機対応のための物的刺激策
第五節 経済計算制改革の帰結
終章
一般に社会主義経済を分析する場合，計画化
の指令主体（機関）はどこか，公有化・国有化
された企業の全生産に占める割合はどれほどか，
価格（原価），生産量，利潤，報酬などはいか
なる計算方式で決定されたか，といった疑問が
当面の分析対象として即座に浮かび上がるであ
ろう。旧東ドイツでは，工業経営の多くが人民
所有経営へ移行し，コンビナートに統合された。
ドイツ語の Leitungという用語は管理活動，つ
まり，行政指導と監督・監査を意味し，著者の
関心も主として，そこにあるように思われるが，
文献では，しばしば Leitungという用語は
Planung（計画化）とセットにして用いられる
ことが多いように思われる。つまり，計画と管
理は統制経済ではコインの両面として実行され
て初めて意味を持つことをまず指摘しておきた
い。
指令主体（経済管理機関）は重層化していて，
ある時はピラミッドの頂点に立つ「国家計画委
員会」，実行主体の「国民経済評議会」が上級
機関を形成し，現場での直接管理に携わる工業
管理局，工業部，工業省など，複雑な縦割り組
織の創設と改革再編があった。これらに著者は
周到に目を配りつつも，最大の分析対象は，こ
れらの行政トップと生産現場の経営の中間環と
しての経営連合（公有化された企業の部門業種
別に水平統合された管理組織）とコンビナート
（連結する工程間を垂直統合して編成された管
理組織）である。
本稿では以下に，本書の内容を網羅的に，や
や詳細に再現してみたい。
第一章では，戦前・戦中の東ドイツの経済，
戦争破壊，対ソ連賠償を論点として，戦後
復興の前提と条件が具体的に明らかにされる。
まず，ベルリン統治をめぐる連合国間の駆
け引きから，連合諸国軍の進出ラインよりソ連
占領地域の確定が西に下がったため，（対ポー
ランド国境決定が暫定的であったのは周知の通
り），北はメクレンブルクの東部（シュべリー
ン周辺），南のテューリンゲン，ハレ，ライプ
チッヒ，エルツ山地などの地域が西ドイツに編
入される可能性が潰えたことを押さえておきた
い。グレーゾーンでの住民の不満を抱えたまま
での出発となった。旧東ドイツの人口は，戦争
を挟んで約１６００万人であり（ベルリンを入れる
か入れないかで，指標は大きく違ってくる），
戦後ドイツの４分１程度だった。ただし戦争直
後ここには東部からのドイツ系の避難民の大量
流入（４４４万人）があり，４人に１人が難民で
あった。北部の農業地域での定着をめぐる混乱，
中部，南部の工業地帯での難民受け入れがあっ
た。旧東ドイツの工業は就業者数で，西のドイ
ツと比較して決して劣っていない。地域内での
南北格差は著しいものの，ザクセンなど全ドイ
ツの中でも先進工業地域であった。戦争経済の
影響により，中部ドイツ（旧東ドイツ）への工
業立地の移転があったこともこれに与った。南
部のザクセン，ザクセン＝アンハルト，テュー
リンゲンを立地として，まず素材型部門として
の褐炭・エネルギー，鉱山・冶金，カリ，化学
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があり，加工・組立型工業の機械，電機・電器，
自動車があり，軽工業（消費財）部門の繊維，
被服，木工，楽器，玩具，紙，ガラス・セラミッ
クがあり，その他に光学・精密機器部門があっ
た。旧ドイツ帝国内で経済は有機的に結合し，
分業体制がとられていた。旧東ドイツは石炭，
鉄鉱石などエネルギー資源に乏しく，これを西
側に依存していた。また，化学，機械工業の成
長には西の部品，工作機械など投資財の供給が
不可欠であった。
工業生産力における戦争破壊の規模が甚大
であったことは確実であるが（著者は断を下し
ていないが西の方が破壊の規模は大きかったと
いうのが通説ではないだろうか），４０％とした
東ドイツの公式見解は現在では修正されている。
素材型で５から１０％，機械で１５から２５％，消費
財で１０から１５％との数字が挙げられる。
賠償は１９５３年（労働者蜂起の年）まで続い
た。占領経費，戦利品略奪，デモンタージュ，
経常生産の提供等があり，ソ連の要求額を若干
上回る５４０億 RMが支払われたとの推計が示さ
れる。興味深いのは，知的賠償としての経営陣，
技術者，科学者をめぐる米ソの争奪戦（「頭脳
狩り」）についての記述である（IGファルベン
傘下のシュコパウのブーナ工場，メルゼブルク
のロイナ工場，ビッターフェルトのアグファ・
ヴォルフェン工場，デッサウのユンカース工場，
カール・ツァイス・イエーナ工場など）。ソ連
軍政は懲罰的なデモンタージュが非効率である
ことを認識し，占領後早くも１年目に，賠償向
けに，占領地域での現地生産とその生産物徴収
（「ミコヤン方式」の賠償）を開始する。賠償工
業として設立された「ソ連株式会社」（SAG），
そして公有化された経営（人民所有会社）から
の現物供出である。SAGの展開方針は，西側
からの部品調達に依存しない体制づくり，その
基盤をなす重工業（素材型部門と機械部門）の
再構築，ソ連の戦後復興のための利用であった。
SAG形成の理論的背景には，「戦前のソ連の工
業化と計画経済化に向けて創設された「多角形
企業」，すなわち空間的に離れた工場を原燃料
から完成品に至るまで有機的に結合することを
狙って形成された工業コンビナートや，資源立
地あるいは港湾など原燃料の調達を基準として
特定の地域に形成された工業コンプレックスを
占領地内で形成する」（６７頁）という発想があっ
たと著者はいうが，これはまさに戦後東ドイツ
のコンビナートにあてはまると評者は思った。
SAG関連の賠償は全賠償額の６～７％を占め
たと指摘され，この賠償工業の展開が「ソ連占
領地域の独自の復興と成長の制約要因の一つと
なった」と結論されている。ソ連軍政による工
場接収が，工場・施設の公有化と結びついた点
も重要だ。施政権を徐々にドイツ人に委ねるた
め，軍政部指令によりまず，「ドイツ中央管理
局」が創設された。州・プロヴィンツ政府に暫
定的に登録された工場・施設は，人民投票によ
り公有化の是非が決せられた（先陣は，１９４６年
６月のザクセン州）。これにより「ナチス活動
家および戦争犯罪者」の資産が人民所有に委譲
されたが，大経営が選択的に公有化されたのは
明らかだとされる。
現物供出の賠償に移行したとはいえ，デモン
タージュは１９４８年まで続行される。これによる
賠償額は部分賠償も含め，６１億 RMと推定さ
れ，その多くは鉄鋼，非鉄金属，機械製造に集
中していた。鉄鋼は軍需工業の象徴であり，完
全破壊は連合国共通の目標とされたが，元来，
鉄鋼産業は（高炉を持つテューリンゲン州・ウ
ンターベレンボルンのマクシミリアン製鉄所を
除けば）東ドイツでは脆弱であった。それでも
８割以上の生産能力が撤収され，その後の東ド
イツ工業において鉄鋼業が最大の隘路になった
点が指摘される。
第２章以下で国家的工業管理システムの検討
が始まる。著者は，どの機関が管理権限を有す
るか，中央か，地方か，中央ならどの上級監督
機関か，それは分権的か，集権的か，中間管理
機関としての経営連合とコンビナートの展開は
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どうであったか，を検討していく。国有化の進
行は無論単線的ではなかった。労働者蜂起，コ
メコンと世界の景気動向，政府・SED（共産党）
内の路線対立，エリート官僚の方法論の相違，
ウルブリヒトからホーネッカーへの政権交代，
対西ドイツおよび対ソ連との協調・対立関係の
変転等を背景に，工業管理システムは紆余曲折
を示した。著者はこの錯綜過程を丹念に整理し，
記述していく。単純なクロノロジー化は当然許
されないが，評者が整理すれば以下のようにな
ろうか。
１９４６年にソ連軍政指令により，州・プロ
ヴィンツのもとで州有経営が始まり，経営連合
が設立される。自立化傾向をもつこの経営連合
はしかし他の諸困難もあり，１９５２年に解体され
る。中央管理部局による直接管理に移行する。
同時に州・プロヴィンツ制度を廃止する自治体
改革が実施される。
ウルブリヒト政権下の１９５１年第一次５カ年
計画のもと，コンビナート設立が開始される。
国家計画委員会へ管理権限が集中される。しか
し，１９６１年を境にコンビナート設立は中断。中
央での権限と責任は分業化と集権化の紆余曲折
を経る。
経営連合が復活する。
１９６０年代末，コンビナートが再編・設立さ
れる（１９６８年「コンビナート令」）。
ホーネッカー政権下の１９７０年代前半，コン
ビナート設立にブレーキがかかる。集権体制が
復活する。経営連合は解体される。
１９７０年代後半，ホーネッカーの「集約化路
線」により新型コンビナートの編成・一元化が
行われる。
１９８３年，新型コンビナート再編の完了宣言
が出される。見直しが始まる。
戦後，占領地域間での東西交易により東ドイ
ツの経済の構造的弱点（鉱山，エネルギー，冶
金を中心とした重工業の欠落）はわずかながら
も補完されたかもしれない。冷戦の激化がこの
交易を縮小させると，ソ連，コメコン地域から
の資源，エネルギー供給を受けつつ，自前の重
工業立地を作り上げたのが戦後 DDRの工業化
であったと評者は考えている。著者の分析は非
常に緻密で，この過程に関する豊富な情報を与
えてくれる。第２章ではまず，建国以前に開始
された州有経営につき，当初はこれを管理・運
営する州管理局である公的機関が設置され二層
ないし三層の管理体制が敷かれるが，地方政府
の権限は次第に中央に集中していく過程が明か
される。まず，SEDと暫定政府（「ドイツ経済
委員会」）の国家的工業管理システムの下で中
間管理機関としての役割を担わされた経営連合
があった。SAG傘下経営の返還も始まり，返
還された経営が州（１９４７年１月に７４経営），次
に，中央（１９５２年で６６経営）の管理下に入る。
これが人民所有経営（VEB）に移されるわけだ
が，州ごとに工業部門構成の違いに規定され管
理の在り方が違ったという。監督，管理を委託
された経営連合は，中央直轄（直接的管理）か
州・自治体直属（間接管理）かの違いで二分さ
れた。経営連合は，しかし自立化傾向，不採算
性などから，国家主導の管理と対立し，解体，
再編される。これを再編すべく続いて，第一次
５カ年計画（１９５１年）によるコンビナートが登
場する。経営連合にしろ，コンビナートにしろ，
大規模生産単位を創出しようとした点は共通す
る。この第一次コンビナート設立期の課題は，
素材型部門の生産力向上であった。同部門での
垂直分業が目指され，単一の経営で，連続す
る原料加工の諸段階に携わる諸工場の結合（ア
イゼンヒュッテンシュタットの製鉄など），
経営連合の解体からの経営再編（マンスフェル
トの鉱山など），SAGからの転換経営（ビッ
ターフェルトの電気化学など）の形態があった。
この期には食糧事情改善に向けた食品部門での
コンビナート（オストゼー沿岸の魚加工など）
も形成された。これらコンビナートには，地域
制限原則があった。
続く第二次５カ年計画（１９５６～６０年）では化
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学など重工業の高度化のための「主導的部門」
のコンビナートが設立される。褐炭のシュバル
ツ・プンぺ，ヴェラのカリ化学，グーベン化学
繊維コンビナートが挙げられる。しかし５０年代
のコンビナートの展開では，素材部門の技術基
盤（重機・工作機械）の生産性が低いままにお
かれたことや下請けを担う中小経営（民間）の
育成・強化が困難であったことなど未解決の問
題が残り，第二次５カ年計画は中断される。そ
して同じ年（１９５８年）に中小経営を含む経営の
再編成のため，経営連合が復活し，経営連合に
上位機関から管理上の権限・機能の一部が委譲
された。経営連合傘下の「先導経営」を軸に，
地方に広範囲に分散，立地する中小の民間経営
や手工業生産共同組合などとの協力関係（分業）
を構築しようとしたという。しかし経営連合に
よる製品グループ別経営間分業は，異部門間の
グループを横断的につなぐ調整に欠け，うまく
いかなかった。
５０年代初頭には，労働者蜂起（５３年６月）と，
政府内での路線闘争（自主管理派の更迭）の２
つの出来事が起こり，ソ連型社会主義の修正が
迫られた。それに対するウルブリヒト政権の対
応は第３章で記述されるが，事態は錯綜してい
て理解が難しい。改革はまず，１９５８年７月の「経
済的主要課題」の発表で表明された（「第一次
７か年計画」に繋がる）。６０年代初頭の経済悪
化（消費財供給の不足，東西ドイツ通商協定の
破棄，農業集団化の加速）と６１年８月の「ベル
リンの壁」建設を受けて，６３年１月に「新経済
システム」への移行があった。アーペル，ミッ
ターグの若手テクノクラートを登用し，市場原
理，分権化，国有企業の独立採算制が目指され
た。著者はこれの成果に一応の評価を与えてい
る（１人当たり GDPの増大，住民の生活水準
の向上）。東西ドイツ間交易も回復し，これは
東ドイツのコメコン依存から西側依存への転換
の端緒となった。しかしこの新システムは３年
後には早くも軌道修正を迫られた（背景にはソ
連フルシチョフ退陣の影響があったことが示唆
される）。６７年４月の新構想では，「構造規定的
部門」への重点的投資，エネルギー・冶金の重
点化の後退が出されるとともに，管理機関の重
層構造の簡素化，指令系統の一本化をしつつも，
独立性の高い「工業省」への権限付与により，
より生産に近い管理体制への移行が目指された
とされる。これが上述した経営連合の見直し路
線に接続するのだろう。ウルブリヒト路線は紆
余曲折しつつも，一貫して，技術革新による生
産力水準の引き上げ，産業構造の高度化，大規
模生産体制の路線をとったと著者は主張する。
そして「６８年コンビナート令」が出され，第２
のコンビナート設立運動がおこる。この動きは
製品の多角化に対応する分業関係の編成であ
り，７０年代初頭まで続く。３７のコンビナートが
再編・新設され，１９７１年時点で１２０のコンビナ
ートがあった。ここには経営連合の育成した中
小規模の経営が統合したコンビナート（経営連
合傘下のコンビナート）が７割を占めているこ
とが強調される。もちろん，生産性向上の技術
基盤となる機械，電機・電子，化学素材部門で
の中央直轄コンビナートへの再編も強まってい
た。（コンビナートと経営連合を中間環とする
二元的工業管理システム）。次にみる７０年代初
頭のホーネッカー政権下でも，残存する中小規
模の国家参加経営（民間企業）や私的経営を強
制国有化し，経営連合傘下に組み込むため，経
営連合に優位性が与えられた（「７３年政令」）。
ウルブリヒトの改革路線は６０年代末に旺盛な
投資活動と高い経済成長を達成したが，ソ連路
線との軋轢，対西ドイツ関係の強化もあって，
これに懐疑的であったホーネッカーが１９７１年に
政権に就く。（以下第４章。）ホーネッカーはウ
ルブリヒトの生産力重視，重化学工業重視が国
民の消費，生活，福祉を停滞させたことを批判
した。ホーネッカーは「経済生活と社会政策の
統一」を掲げ，労働条件や生活条件の優遇政策
をとる。しかしこの方針を経済的に裏付けるた
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めには，７０年代の石油ショックと経済停滞の中
では，生産性を引き上げるしかなかったのであ
り，そのためにホーネッカーは，管理を強化し，
私有セクターの企業を完全に計画経済に取り込
む強制的国有化に着手する。「８０年代経済戦略」
が発動され，マイクロエレクトロニクス技術を
基盤とするオートメ化，コンピュータによる生
産制御システム，これらによる省力化，高付加
価値化の実現が目指された。しかし，東ドイツ
が西側技術の移入と原油等エネルギーの輸入に
依存する構造は不変であり，この時期，コメコ
ン内の原油価格の決定方式の変更による石油価
格の高騰や西側製品の輸入価格上昇により，東
ドイツの交易条件の悪化，貿易赤字急増が避け
られなかった。西側からの借款による債務も増
大し，東ドイツは外貨獲得を迫られる。こうし
て東ドイツ経済は混迷を深めていくが，これに
対し政府は「８０年代経済戦略」との関連で，国
内炭（褐炭）の増産，品質・サービスの向上に
よる収益性の引き上げ，加工・組み立て型工業
（機械，電機・電子）と石油化学部門への重点
投資などの「集約化」を徹底する。「集約化」
の担い手として期待されたのが新型コンビナー
トであった。政府の構想は，すべてのコンビナ
ートにおいて垂直統合（製品の最終生産と資材
部品供給を結合）を実現し，さらにコンビナー
トの内部に貿易，研究・開発，合理化のための
機器製造，マーケッティング部門を取り込むこ
とであった。実は政府内で，コンビナートの改
造と新設をめぐり，フリードリッヒとミッター
グの論争があった。フリードリッヒはこの動き
に懐疑的で，コンビナートの漸進的再編と経営
連合の存続を主張したのに対し，ミッターグは
管理の重層性を解消するため経営連合の解体と
コンビナートの再編・新設を主張していた。現
実は，「７３年政令」方針を急速に転換し，７３～
７９年には新コンビナートへの再編・設立運動が
展開される。「７９年政令」では，工業管理が，
中央直轄コンビナートと経済連合の２元的管理
システムではなく，コンビナートに一元化する
ことが確認された。その上，コンビナートには
中央の工業省の権限が一部委譲され，コンビナ
ート総裁による傘下経営の管理権限が強化され
た。ミッターグの方針が実現したのだ。この結
果，中央直轄コンビナートは急増し，１９７９年に
は９０となった。（７７年には４５，７８年には５４であっ
た。）経営連合は１３に減少し，経営連合傘下の
コンビナートも多くが中央直轄のコンビナート
に統合された。東ドイツは１９８１～８２年には第二
次石油ショックによる国際収支の悪化もあり初
のマイナス成長を記録するが，この状況下でも
中央直轄コンビナートは増加し，１９８３年には１３２
にまで増えた。国有セクター全体の半数の経営
がコンビナートに統合され，工業総生産のほぼ
１００％がコンビナートにより産出されたとされ
る。この年には，コンビナート化の完了が宣言
された。新型コンビナートの成果はどうであっ
たか。著者は「８０年代経済戦略」で最も重視さ
れた電機・電子部門を検討し，構想が実現した
のは一部のコンビナートに過ぎなかったと主張
する。「個々の傘下経営の編成を実質的に規定
していたのは，最終製品の共通性であった。ま
た，資材・部品供給については，……異種コン
ビナート間の協力関係によって実現されている
ケースが多かった。それがなし得たのは，最終
製品の組み立てを担う経営の立地が，部品・半
製品の供給工場の立地と同一空間にあったから
だ」（２８０頁）。同部門の生産実績は低迷し，国
内の技術基盤の創出は遅れたとされる。
SED・政策当局は，１９８０年代の経済危機に対
し，さらにコンビナートの企業財務の改革（経
済計算制改革）により打開を試みた。コンビナ
ート企業の資金循環を左右する自己ファンドの
調達の仕組みに対し，計画経済という統制の枠
組みの中であれ，独立採算性（自己調達）や収
益向上へのインセンティブを付与しようとする
試みであった。それは同時に企業と国家の分権
化を進め，企業が国家財政に依存しないように
するためであった。本書第５章では，自己ファ
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ンドのなかの投資ファンドと物的刺激ファンド
（報酬割増ファンド，業績ファンドなど）の改
定が検討される。
まず投資ファンドだが，これの資金源は，
企業の税（国庫納入金）引き後の留保純利益，
国庫資金，国立銀行信用である。政府はま
ず，国庫納入金の一部である企業利潤税の完全
納付を要請する（「８２年政令」）。従来は純利益
計画の達成度を勘案し，成績不良の場合，徴収
を免除するといった手心を加えていたが，それ
が財政収入を悪化させていたからである。しか
しこれでは企業側で自己ファンドへの資金繰り
が困難になったため，完全納付は即撤回された。
さらに企業の利益計画が未達成の場合でも自己
ファンドの形成を支援する救済措置が取られた。
こうして国家の歳出は増大していく。政府は企
業の利益から控除される国庫納入金を引き下げ
投資を促したのだが，それが国家財政を悪化さ
せた。投資ファンドの原資としては，従来が
主要源泉であったが，この間の改革は投資資金
の自己調達の方針をとっていて，とのシェ
アが増えた。は事業計画の進捗状況に応じて，
利子率が変動した。こうして，コンビナート企
業の投資活動は実際に獲得した利益の大きさに
依存するようになったのだが，無謀な資金調達
計画がなされ，自己資金からの調達が膨らんだ
り，増大した銀行借り入れの返済負担が増して
いった。
物的刺激ファンドは本来，計画の達成，超過
達成を条件に純利益を原資にして割増が支払わ
れる仕組みであるが，８０年代初期の改定は，改
革の方針とは逆に，経済的インセンティブを与
える本来の目的に反するものになったとされる。
報酬割増金，中でも年末手当などの支給は，従
業員の重要な収入源として固定化されていて，
削減が困難になっていたという。
以上が本書の内容である。評者は委細もらさ
ず，可能な限り客観的に本書の内容を紹介する
ことに努めたが，多岐に渡る内容の豊富さが伝
えられたと思う。
最後に評者の若干のコメントと疑問点を提示
したい。
１．評者は本書の豊富な情報量に圧倒されつ
つも，読了後に結局コンビナートとは何であっ
たのかという根本的疑問が残った。社会主義経
済の本質は計画経済化にあるのだが，本書には
計画化がどのようになされたのかという視点が
欠落しているように思う。Leitung（管理）と
は，計画化（Planung）の指令を実現する経営
になっているかどうかを指導・監督・監査する
ことと切り離せないはずだ。本書でしばしば言
及される権限と責任の所在とか，指揮命令系統
の問題は決して社会主義経済に固有の問題では
なく，他の体制でも当然問題になりうる。他方，
旧東ドイツの４０年間がソ連型モデルの独壇場で
はありえず，そこに何らかのドイツに普遍的な
経済的特徴を見出せるとすれば，こうした視点
は重要な問題提起であるようにも思える。
２．経営連語は水平統合であり，コンビナー
トは垂直統合であるというように明白に区分け
できない事例も当然あったと思われる。その場
合，管理システムをコンビナートに一元化する
ことによる経営連合のもつ弱み（異部門経営間
の調整能力の欠如）の解消はどのように担保さ
れたのであろうか。
３．１９７０年代半ば以降，コメコン域内での原
油の契約価格の決定方式が変更されたのは事実
であるが，「原油については七六年から世界市
場における過去五年間の価格の平均で取引され
ることになった」（２３２頁）というのは間違いで
ある。コメコン諸国の５カ年計画に合わせて従
来はいったん決定した価格を５年間据え置いて
いたのだが，あらたに各年で，直近の過去３年
間の世界市場の平均価格をはじき出し，それを
適用したのである。したがって世界市場での原
油価格が突如上昇すればそれに連動し，下落し
ても連動する下落幅は小さくなった。
４．非国有企業である中小の私企業，手工業
生産共同組合，国家参加経営など多様な事業体
が存在したことが東ドイツ社会主義の独自性で
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あるとされる。こうした経営体はどれほどの規
模で存在したのだろうか。ホーネッカーの強制
国有化の後も激減したとはいえ，どのくらい残
存したのであろうか。国有企業でもコンビナー
トに統合されない経営（人民所有経営）のシェ
アは第３―９表から計算すれば，１９７１年の時点
で，就業者で４７．５％，商品生産高で４０％である
ことが判明する（国有企業はすべて工業省管轄
下にあると想定すれば）。なお，本書２５６頁以下
では，１９７９年の時点で，１３２の中央直轄コンビ
ナートが存在し，そこには国有セクター工業全
体の経営数のほぼ半数が統合されていたとされ
る。そして中央直轄コンビナートは国有企業の
総生産高のほぼ１００％を占めたとされる。これ
はどう理解したらいいのか，意味不明である。
また，この中央直轄コンビナートの数について
は，２４０頁で，１９７９年に９０，２５６頁で１０１となっ
ている。数字の誤記は他にも散見された。
あら探しばかりの失礼なコメントになってし
まったが，こんな指摘に本書の価値はびくとも
しないことは丹念に読ませていただいた評者が
最もよく知っている。著者の力量にあらためて
感銘をうけた。
（本稿は平成２６年度，専修大学研究助成，個
別研究，「戦後ドイツの社会政策の展開，その
意図・実態・変容」の研究成果の一部である。）
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